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【本研究の目的と成果の概要】 
本研究の申請当初の目的と研究資金の決定後の目的とは大きく異なる。理由は申請額

の約 20％に値する決定額によるものである。当初の目的は，研究課題の通り小学生及び

中学生の英語力及び認知能力の変遷を縦断的に調査することで，小・中学校における英

語教育の効果を系統的に検証する予定であった。具体的には，小学生に対する英検 Jr.
と中学 3 年生に対する英検（3 級以上）を英語力の指標とし，言語習得に関わる認知機

能の発達状況に関わるデータと併せて考察することを計画していた。しかしながら，前

述の限られた予算から，計画通りの実施は困難を極めたことにより，小中接続の中でも

義務教育の最終年度にあたる中学 3 年生のみを対象として英語熟達度の測定を行った。 
研究成果の詳細は以下で述べるが，文部科学省の「第 2 期教育振興基本計画（平成 25

～29 年度）」にて目標として掲げられている「50%の中学生が卒業時点で英語検定 3 級

を取得する」について，今回実施した中学 3 年生は文部科学省の目標を大幅に到達して

いた。 
 

【調査の内容】 
上記の目的を達成するため，福島県内の小学校で高学年から外国語活動を年間 35 時間

以上受けてきた A 中学校の 3 年生に在籍する全生徒（137 名）から英語検定 3 級以上受

験する希望者を募り，120 名が受験を希望した。この中学校では既に英検 3 級を保持し

ている生徒が一定数いたため，それらの生徒には既に取得している 1 つ上の級を受験さ

せた。中にはさらに 1 つ上の級をダブル受験するものもいた。 
 

【調査の結果】 
表における，2 級から 3 級の合格者は A 中学校を準会場として受験した生徒の合格者

数である。ダブル受験の生徒で複数の級を両方とも合格している場合，最高級のみを合

格者数に表記している。なお，本会場受験者（ダブル受験を含む：準 1 級 3 名及び 2 級

１名）は既に 3 級に合格しているので，3 級以上の合格者の総計に含めた。英検 3 級以

上の取得率は約 65.7％（137 名中 90 名合格）であり，到達目標を大幅に上回っているこ

とがわかった。 
 
表. 英検の合格者数 

級 3 級以上の合格者数（ダブル受 備考 
  験者は最高レベルの級のみ）   

2 級 8   

準 2 級 40 
2 級と準 2 級のダブル合格者 1 名を除外

した人数 

3 級 39 
準 2 級と 3 級のダブル合格者 13 名を除

外した人数 

総計 90(3) 
本会場受験者（英検 2 級以上）3 名を含

む人数 
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【本研究の意義と今後の課題】 
本研究の成果は，新しい英語教育制度を中長期的に見据えた基礎データとなることが

期待される。今後は，全学年の児童および生徒を対象とした横断的・縦断的調査が課題

である。  

 


